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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 26391
組合名称 三菱地所健康保険組合
形態 単一
業種 不動産業、物品賃貸業

平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

8,400名
男性71.4%

（平均年齢43.7歳）*
女性28.6%

（平均年齢42.0歳）*

9,225名
男性70.2%

（平均年齢43.7歳）*
女性29.8%

（平均年齢37.6歳）*

9,500名
男性68.9%

（平均年齢46.2歳）*
女性31.1%

（平均年齢39.8歳）*
特例退職被保険
者数

0名 0名 0名

加入者数 15,420名 15,627名 14,557名
適用事業所数 24ヵ所 24ヵ所 24ヵ所
対象となる拠点
数

24ヵ所 24ヵ所 24ヵ所

保険料率
*調整を含む

78.00‰ 78.00‰ 78.00‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 0 0 0 0
保健師等 0 0 0 0 0 0

事業主 産業医 0 1 0 1 0 1
保健師等 0 0 0 0 0 0

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 4,060 ∕ 8,831 ＝ 46.0 ％
被保険者 - ∕ 6,563 ＝ - ％
被扶養者 - ∕ 2,268 ＝ - ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 5 ∕ 742 ＝ 0.7 ％
被保険者 - ∕ - ＝ - ％
被扶養者 - ∕ - ＝ - ％

平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 31,158 3,709 31,680 3,434 32,475 3,418
特定保健指導事業費 25,694 3,059 27,027 2,930 30,663 3,228
保健指導宣伝費 38,169 4,544 38,453 4,168 37,149 3,910
疾病予防費 206,330 24,563 219,272 23,769 233,997 24,631
体育奨励費 100 12 100 11 100 11
直営保養所費 0 0 0 0 0 0
その他 50,000 5,952 50,000 5,420 50,000 5,263
　
小計　…a 351,451 41,839 366,532 39,732 384,384 40,461
経常支出合計　…b 5,614,226 668,360 5,799,202 628,640 6,004,154 632,016
a/b×100 （%） 6.26 6.32 6.40
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平成30年度見込み 令和元年度見込み

令和2年度見込み

(歳)

(人)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 0人 15〜19 6人 10〜14 0人 15〜19 5人 10〜14 0人 15〜19 7人
20〜24 267人 25〜29 532人 20〜24 246人 25〜29 582人 20〜24 268人 25〜29 657人
30〜34 697人 35〜39 703人 30〜34 686人 35〜39 732人 30〜34 710人 35〜39 805人
40〜44 824人 45〜49 932人 40〜44 791人 45〜49 957人 40〜44 833人 45〜49 979人
50〜54 789人 55〜59 606人 50〜54 865人 55〜59 626人 50〜54 922人 55〜59 688人
60〜64 386人 65〜69 164人 60〜64 409人 65〜69 170人 60〜64 456人 65〜69 181人
70〜74 11人 70〜74 13人 70〜74 24人

女性（被保険者）女性（被保険者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 0人 15〜19 18人 10〜14 0人 15〜19 16人 10〜14 0人 15〜19 6人
20〜24 240人 25〜29 366人 20〜24 258人 25〜29 387人 20〜24 297人 25〜29 470人
30〜34 387人 35〜39 410人 30〜34 406人 35〜39 442人 30〜34 455人 35〜39 448人
40〜44 332人 45〜49 291人 40〜44 358人 45〜49 319人 40〜44 433人 45〜49 364人
50〜54 155人 55〜59 121人 50〜54 202人 55〜59 130人 50〜54 273人 55〜59 134人
60〜64 48人 65〜69 15人 60〜64 51人 65〜69 14人 60〜64 60人 65〜69 17人
70〜74 0人 70〜74 0人 70〜74 0人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 526人 5〜9 550人 0〜4 540人 5〜9 544人 0〜4 587人 5〜9 568人
10〜14 516人 15〜19 514人 10〜14 545人 15〜19 516人 10〜14 576人 15〜19 547人
20〜24 282人 25〜29 27人 20〜24 302人 25〜29 39人 20〜24 339人 25〜29 27人
30〜34 14人 35〜39 5人 30〜34 10人 35〜39 6人 30〜34 10人 35〜39 6人
40〜44 1人 45〜49 3人 40〜44 2人 45〜49 4人 40〜44 3人 45〜49 3人
50〜54 0人 55〜59 1人 50〜54 1人 55〜59 1人 50〜54 3人 55〜59 0人
60〜64 2人 65〜69 4人 60〜64 1人 65〜69 5人 60〜64 4人 65〜69 3人
70〜74 4人 70〜74 4人 70〜74 4人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 525人 5〜9 516人 0〜4 510人 5〜9 524人 0〜4 522人 5〜9 543人
10〜14 531人 15〜19 504人 10〜14 542人 15〜19 524人 10〜14 583人 15〜19 558人
20〜24 225人 25〜29 77人 20〜24 266人 25〜29 71人 20〜24 284人 25〜29 81人
30〜34 249人 35〜39 354人 30〜34 207人 35〜39 349人 30〜34 189人 35〜39 357人
40〜44 502人 45〜49 583人 40〜44 454人 45〜49 567人 40〜44 437人 45〜49 575人
50〜54 451人 55〜59 316人 50〜54 471人 55〜59 329人 50〜54 518人 55〜59 345人
60〜64 189人 65〜69 84人 60〜64 199人 65〜69 85人 60〜64 218人 65〜69 81人
70〜74 41人 70〜74 39人 70〜74 51人

基本情報から見える特徴
１．加入者は若干増加しており、被保険者男性の比率・中年層の比率が高い特徴があり、その値が年々上昇している。
２．男性・女性ともに45歳から49歳が中心であり、加入者の平均年齢の上昇により、疾病リスクが高まりつつある。
３．前期高齢者が年々増加しており、個別の医療リスクに着目する必要がある。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌の発行
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　電話健康相談
　保健指導宣伝 　介護・健康教室
　保健指導宣伝 　MDルーム運営
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品利用促進通知
　保健指導宣伝 　生活習慣病重症化対策
　体育奨励 　スポーツクラブ
　直営保養所 　保養所
事業主の取組事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

5 機関誌の発行
【目的】健康保険制度の宣伝。健康保険組合の取組の認知
度向上。
【概要】年3回発行し被保険者宛に配布。

被保険者 全て 男女
0

〜
74

全員 2,428 年に3回、外部業者に委託し配布 既存施策として継続推進

被保険者・被扶養者にどの程度読まれ
、役に立っているのか分からないので
、定期的に評価する必要がある。機関
誌のサイズをB５からA4に変更し、読み
やすくするとともに、ジェネリック医
薬品の紹介や禁煙の特集を行った。推
進する施策と連動して機関誌で掲載し
相乗効果を狙う等の積極活用策も今後
は検討していきたい。

4

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査
【目的】内臓脂肪に起因する生活習慣病への移行を監視
【概要】委託業者より被扶養者及び任意継続被保険者に受
診案内を送付

被扶養者 全て 男女
40
〜
74 全員 25,124 受診者数　　 933名

健診受診率　41.1％
未受診者に対し電話等により受診勧奨
を行った

昨年度より若干受診率が低下した。一
層の受診率向上を図る 3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
【目的】内臓脂肪に起因する生活習慣病リスクに応じて、
発症する前に生活改善を促す。
【概要】動機づけ支援及び積極的支援を対象者に委託業者
を通じて実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 0 実施時期が年度末にずれ込んだため、

本年度は完了者が出なかった。 -
年度内に終了するように、実施時期を
早めるとともに、委託業者の見直しを
行って受診率の向上を図る。

1

保
健
指
導
宣
伝

6 電話健康相談
【目的】周囲の人に相談できない健康の悩みに対して解決
策を提示し、放置状態の防止、早期対策により軽微な医療
費で抑えることができる。
【概要】健康、疾病、医師紹介、メンタルヘルス等の電話
相談を専門業者に委託

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 3,926
既存施策として外部業者に委託し継続
実施
相談件数年間339件

- 機関誌にパンフレットの折込を行い、
当相談窓口の告知を行っている 4

6 介護・健康教
室

【目的】寝たきりにならない・させない介護を学ぶ。
【概要】ふれあい健康事業推進協議会の開催する「介護・
健康教室」に参加の斡旋。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 118 年間26回開催される教室へ参加
参加者数 0名

多拠点・多頻度開催により、加入者が
参加しやすい機会提供

各事業所にポスターを配布して参加者
の募集を行ったが、参加者は前年度を
下回った。認知度を上げ参加者をふや
す

1

6 MDルーム運営
【目的】メンタルヘルスについて、事業主に知られず相談
し、放置されず何らかの対策に繋げ重症化を防ぐ。
【概要】メンタルヘルスカウンセリングルームの運営。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 2,160 既存施策として継続実施。 - 利用実態を把握していない。 3

2
ジェネリック
医薬品利用促
進通知

【目的】ジェネリック医薬品使用により調剤費を削減する
。
【概要】ジェネリック医薬品使用により月額５００円以上
削減可能な生活習慣病患者に利用促進を通知。
電話によるアンケートを実施し、ジェネリック医薬品の認
知を図る

被保険者
被扶養者 全て 男女

20
〜
74

基準該
当者 258 年4回ジェネリック医薬品利用による削

減額を通知
機関誌でジェネリック医薬品の特集を
行い、啓発に努めた 費用対効果の検証。 4

4 生活習慣病重
症化対策

【目的】生活習慣病重症化予防
【概要】重症化予防に向けてリスクの大きさに応じた施策
体系を整備し中長期的に重症化が進行しにくい環境を整備
する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

20
〜
74

基準該
当者 3,464 教育入院プログラムの実施

42名参加（昨年度6名）
実施医療機関や対象地域を増やすとと
もに、電話相談プログラムを追加する
などして参加者を大きく増加させた。

- 4

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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体
育
奨
励

8 スポーツクラ
ブ

【目的】自発的な運動促進
【概要】スポーツクラブ「ルネサンス」の法人会員になり
、全国施設を利用可能。

被保険者 全て 男女
20
〜
74

全員 0 既存施策の継続実施 - 利用率が把握できていない。 -

直
営
保
養
所

8 保養所
【目的】加入者の健康増進やリフレッシュ
【概要】
契約保養所を旅行代理店と契約。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 44,640 延4,385名、8,122泊利用 前年度より若干利用者が増加した。 - 4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア ア：加入者構成 加入者構成の分析 -

イ イ：埋葬手当傾向 その他 -

ウ ウ：傷病手当金傾向 健康リスク分析 -

エ エ：医療費構成 医療費・患者数分析 -

オ オ：前期高齢者の個別リスク状況 健康リスク分析 -

カ カ：メタボ予備群の状況 特定健診分析 -
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キ キ：歯科・調剤 医療費・患者数分析 -
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ア）加入者構成

40～64歳の男性に多いメタボ系疾患に注目する必要がある。

65歳以上（前期高齢者）の医療リスクに着目する必要がある。

加入者は増加

被保険者比率は横ばい

女性比率は横ばい

前期高齢者（65歳以上）は増加

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する イ）埋葬手当傾向

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ウ）傷病手当金傾向

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する オ 主要疾病別医療費、患者率の推移

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する カ）前期高齢者の個別リスク状況

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する キ）メタボ予備群

1/1
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ク）歯科・調剤医療費

1/1
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

＜メタボ系基礎疾患に関する課題＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾患（基礎）の割合は主要疾患別で最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高額
・患者率も消化器系疾患患者に次いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対象者が増加（高血糖は2012年比で7.2％増
）
・特定保健指導の参加率は増加傾向にあるが、目標値は下回っている
・健康診断のデータ一元化ができていない

 ●リスクが把握できていない層の解消
●特定保健指導プログラムへの参加率の向上
●健常者への意識付けの実施



2

＜メタボ系重症疾患に関する課題＞
・メタボ系疾患による死亡者が継続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016年度には患者になっているケースが多い
・重症化予防プログラムへの参加率が目標値を10%以上下回っている
・健康診断のデータ一元化ができていない

 ●リスクが把握できていない層の解消
●重症化予防プログラムへの参加率の向上 

3

＜精神神経系疾患に関する課題＞
・被保険者の約15%が発症している
・2012〜2016年度の5年間、傷病手当金の「支給者数」「支給日数」「支給
金額」全てにおいて精神神経系疾患を原因とするケースが主要疾患別で最も
多い
・また、「支給者数」「支給日数」「支給金額」いずれも増加傾向にある
・患者率は横ばいだが、加入者1人あたり医療費がやや増加傾向にある

 ●事業所区分や事業主の所持データを考慮した実態把握
●事業所ごとの特色に基づいた施策検討

4

＜悪性新生物に関する課題＞
・2012〜2016年度の5年間の埋葬者における約半数は悪性新生物が原因
・上記5年間においては大腸がんを死因とするケースが最も多く30名中7名
を占める
・医療費総額に占める割合は、メタボ基礎に次いで高額
・加入者1人あたり医療費も高額
・患者率が増加傾向にある

 ●がん検診の充実化（種類の拡大、対象者の拡大）
●受診率向上に向けた受診勧奨（二次検診含む） 

5
＜調剤費に関する課題＞
・調剤費率は医療費総額の約19％、伸び率も5.3%といずれも医科医療費の
次に高い
・ジェネリック転換プログラムを継続的な実施は行っていない

 ●ジェネリック転換プログラムの継続的な実施
●ジェネリック転換プログラム適用者の拡大検討

6
＜歯科医療費に関する課題＞
・歯科医療費の伸び率は主要疾患別で最も低いが、医療費総額の11%を占め
る
・歯科無料検診は実施しているが、受診勧奨や受診状況は把握できていない

 ●歯科無料検診受診状況の把握
●歯科無料健診の受診勧奨の実施

ア，エ，カ

エ，オ，カ

ア，ウ，エ

イ，ウ，エ

キ

キ
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7 ＜健康への意識に関する課題＞
・既存施策である機関紙の発行やHPを活用しきれていない  ●加入者への健康の意識付け

●ICT活用との連携

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

・2015年度から2016年度にかけて加入者が約1000名増加したが加入者構成に大きな変化は
なく、被保険者比率と被扶養者比率にも大きな差はない
・被保険者の約75%が男性。特に、40〜64歳男性が被保険者全体の40%以上を占める
・加入者全体で20〜39歳の若年層の比率が減少傾向
・健康保険組合内に医療専門職が不在

 ・被保険者比率が非常に高い中年層のみならず、これから中年層に移行していく20〜39
歳の若年層の動向も含めて、まずは健保組合全体における医療費動向と健康状態を正確
に把握する必要がある。
・収支率は悪くないが、他健保と比べて支出が多く、特にメタボ系基礎疾患を理由とす
る1人あたり医療費が群を抜いて高額となっている。
・医療専門職の不在により予防医学的所見が得らないため、外部事業者等の活用を検討
する。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

・健康診断実施率は事業所の報告によると高いはずだが健保組合にデータが集積されておら
ず、毎年30%程度と低い（被保険者：40%、被扶養者：15%）
・特定保健指導参加率は、参加勧奨方法および実施時期の改善により向上
・重症化予防プログラム参加率も、参加勧奨方法および実施時期の改善により向上
・ジェネリック転換プログラムは2016年度に実施、2018年度に2016年度実施結果の結果を
分析し、さらなる対策を打ち出す必要がある
・精神疾患系疾患による休職者の低減を狙うには、コラボヘルスの実施が不可欠
・メタボ系疾患患者・精神神経系疾患患者および調剤費の増加に対して健康に対する意識付
け（ポピュレーションアプローチ）が必要

 ・特定健康診査および事業所健診の結果を集積し、一元管理を行う
・健診結果の一元管理により、より精緻な課題分析を行う
・被扶養者の健康診断実施率の向上を狙った施策を立てる
・特定保健指導および重症化予防プログラムの参加率向上のための工夫を継続して行う
・健康経営に積極的な事業所とのコラボヘルスから取組みを実施する

未選択
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　疾病予防 　健康スコア
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行・配布
　その他 　ICTを活用した情報提供 （健康ポータルサイト）
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査 （被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査 （被扶養者・任継被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導 （被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導 （被扶養者・任意継続被保険者）
　疾病予防 　人間ドック補助 （被保険者）
　疾病予防 　人間ドック補助 （被扶養者・任継被保険者）
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　がん検診（郵送検診）
　疾病予防 　歯科健診 （被保険者）
　疾病予防 　禁煙外来
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防
　疾病予防 　二次検診受診勧奨
　疾病予防 　健康無料相談
　疾病予防 　予防接種補助
　直営保養所 　契約保養施設
　その他 　ジェネリック転換促進
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
①加入者（社員とその家族）の健康維持・増進
・生活習慣病の重症化を予防し、将来における病気のリスクを低減する
・がん検診、早期発見による死亡者を低減する
・コラボヘルスによる精神神経系疾患起因の休職者を低減する
②医療費の適正化
③効率的・効果的な保健事業の運営

事業全体の目標事業全体の目標
・特定健康診査受診率90％達成（被保険者：100％、被扶養者：80％）
・特定保健指導実施率60％達成（被保険者：90％、被扶養者：30％）
・生活習慣病重症化予防プログラム実施率30%達成（被保険者：50％、被扶養者：10％）
・精神神経系疾患起因による休職日数10％削減
・がん検診受診率の向上、および受診案内通知回数年２回実施
・歯科検診受診率の向上、および受診案内通知年2回実施
・ジェネリック医薬品転換促進の実施
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職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -

疾
病
予
防

8 新
規 健康スコア 全て 男女

0
〜
74

被保険
者 １ エ,キ,シ - ケ -

事業所別に加入者の健康
状態をスコア化したもの
を開示。初回は現状把握
により意識啓発を目的と
し、徐々に計画策定に利
用するツールとして根付
かせていく。

事業所別に加入者の健康
状態をスコア化したもの
を開示。初回は現状把握
により意識啓発を目的と
し、徐々に計画策定に利
用するツールとして根付
かせていく。

事業所別に加入者の健康
状態をスコア化したもの
を開示。初回は現状把握
により意識啓発を目的と
し、徐々に計画策定に利
用するツールとして根付
かせていく。

事業所別に加入者の健康
状態をスコア化したもの
を開示。初回は現状把握
により意識啓発を目的と
し、徐々に計画策定に利
用するツールとして根付
かせていく。

事業所別に加入者の健康
状態をスコア化したもの
を開示。初回は現状把握
により意識啓発を目的と
し、徐々に計画策定に利
用するツールとして根付
かせていく。

事業所別に加入者の健康
状態をスコア化したもの
を開示。初回は現状把握
により意識啓発を目的と
し、徐々に計画策定に利
用するツールとして根付
かせていく。

健康スコアによるコラボヘルス

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜精神神経系疾患に関する課題＞
・被保険者の約15%が発症してい
る
・2012〜2016年度の5年間、傷病
手当金の「支給者数」「支給日数
」「支給金額」全てにおいて精神
神経系疾患を原因とするケースが
主要疾患別で最も多い
・また、「支給者数」「支給日数
」「支給金額」いずれも増加傾向
にある
・患者率は横ばいだが、加入者1人
あたり医療費がやや増加傾向にあ
る

スコア配布事業所割合(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和
5年度：100％)-

効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

機関誌発行・
配布 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ケ -

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

機関誌は、広報や情報提
供として、健康トピック
スやライフスタイルを提
案する。育児情報誌は、
出産後の育児支援として
情報提供。

紙面情報提供による健康意識向上 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布回数(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　令和元年度：3回　令和2年度：3回　令和3年度：3回　令和4年度：3回　令和5年度：3回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

そ
の
他

2,5 新
規

ICTを活用した
情報提供 （健
康ポータルサ
イト）

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ エ,キ - ケ -

ICTを活用し、健康医療情
報を本人にタイムリーに
提供する。いつでも携帯
端末で健康活動に必要な
情報を見ることができ、
加入者個人毎の健康増進
に資する自発的な活動を
推奨、支援する。

ICTを活用し、健康医療情
報を本人にタイムリーに
提供する。いつでも携帯
端末で健康活動に必要な
情報を見ることができ、
加入者個人毎の健康増進
に資する自発的な活動を
推奨、支援する。

ICTを活用し、健康医療情
報を本人にタイムリーに
提供する。いつでも携帯
端末で健康活動に必要な
情報を見ることができ、
加入者個人毎の健康増進
に資する自発的な活動を
推奨、支援する。

ICTを活用し、健康医療情
報を本人にタイムリーに
提供する。いつでも携帯
端末で健康活動に必要な
情報を見ることができ、
加入者個人毎の健康増進
に資する自発的な活動を
推奨、支援する。

ICTを活用し、健康医療情
報を本人にタイムリーに
提供する。いつでも携帯
端末で健康活動に必要な
情報を見ることができ、
加入者個人毎の健康増進
に資する自発的な活動を
推奨、支援する。

ICTを活用し、健康医療情
報を本人にタイムリーに
提供する。いつでも携帯
端末で健康活動に必要な
情報を見ることができ、
加入者個人毎の健康増進
に資する自発的な活動を
推奨、支援する。

WEBによる健康情報の提供

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜調剤費に関する課題＞
・調剤費率は医療費総額の約19％
、伸び率も5.3%といずれも医科医
療費の次に高い
・ジェネリック転換プログラムを
継続的な実施は行っていない

ログイン者数割合(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0％　令和元年度：0％　令和2年度：10％　令和3年度：30％　令和4年度：50％　令和5年度：70％)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

20



- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ ウ,ケ - ア,イ,コ - 事業主の法定健診時に実

施し健診結果を共有。
事業主の法定健診時に実
施し健診結果を共有。

事業主の法定健診時に実
施し健診結果を共有。

事業主の法定健診時に実
施し健診結果を共有。

事業主の法定健診時に実
施し健診結果を共有。

事業主の法定健診時に実
施し健診結果を共有。 健診受診率の向上

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・メタボ系疾患による死亡者が継
続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増
加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016
年度には患者になっているケース
が多い
・重症化予防プログラムへの参加
率が目標値を10%以上下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

健診受診案内通知回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　令和元年度：2回　令和2年度：2回　令和3年度：2回　令和4年度：2回　令和5年度：2回)- 特定健診受診率(【実績値】40％　【目標値】平成30年度：50％　令和元年度：60％　令和2年度：70％　令和3年度：80％　令和4年度：90％　令和5年度：90％)-
- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 
（被扶養者・
任継被保険者
）

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ウ,ケ - ウ,ケ -

被保険者と健診項目と同
等実施。
被保険者を通じた受診案
内送付。
未受診被扶養者に対し個
別受診案内実施。

被保険者と健診項目と同
等実施。
被保険者を通じた受診案
内送付。
未受診被扶養者に対し個
別受診案内実施。

被保険者と健診項目と同
等実施。
被保険者を通じた受診案
内送付。
未受診被扶養者に対し個
別受診案内実施。

被保険者と健診項目と同
等実施。
被保険者を通じた受診案
内送付。
未受診被扶養者に対し個
別受診案内実施。

被保険者と健診項目と同
等実施。
被保険者を通じた受診案
内送付。
未受診被扶養者に対し個
別受診案内実施。

被保険者と健診項目と同
等実施。
被保険者を通じた受診案
内送付。
未受診被扶養者に対し個
別受診案内実施。

健診受診率の向上

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・メタボ系疾患による死亡者が継
続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増
加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016
年度には患者になっているケース
が多い
・重症化予防プログラムへの参加
率が目標値を10%以上下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

健診受診案内通知回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　令和元年度：2回　令和2年度：2回　令和3年度：2回　令和4年度：2回　令和5年度：2回)- 特定健診受診率(【実績値】30％　【目標値】平成30年度：30％　令和元年度：40％　令和2年度：50％　令和3年度：60％　令和4年度：70％　令和5年度：70％)-
- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ オ,ク,ケ - イ,ウ,コ -
メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドローム該当者の減少

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

保健指導の実施率(【実績値】30％　【目標値】平成30年度：30％　令和元年度：40％　令和2年度：50％　令和3年度：60％　令和4年度：70％　令和5年度：
70％)- 脱保健指導割合（肥満、指導レベル）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5％　令和元年度：5％　令和2年度：5％　令和3年度：20％　令和4年度：25％　令和5年度：30％)-

- - - - - -

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 
（被扶養者・
任意継続被保
険者）

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者,
任意継

続者
１ オ,ク,ケ - ウ -

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドロー
ム該当者と予備群への個
別面談による特定保健指
導の実施。

メタボリックシンドローム該当者の減少

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

保健指導の実施率(【実績値】10％　【目標値】平成30年度：10％　令和元年度：20％　令和2年度：30％　令和3年度：40％　令和4年度：50％　令和5年度：
60％)- 脱保健指導割合（肥満、指導レベル）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5％　令和元年度：5％　令和2年度：5％　令和3年度：20％　令和4年度：25％　令和5年度：30％)-

- - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

人間ドック補
助 （被保険者
）

全て 男女
30
〜
74

被保険
者 １ ウ,ケ - ウ,ケ -

特定健診対象を除く40歳
未満被扶養者に、被保険
者と同等の健診を実施し
、自己健康管理を促す。

特定健診対象を除く40歳
未満被扶養者に、被保険
者と同等の健診を実施し
、自己健康管理を促す。

特定健診対象を除く40歳
未満被扶養者に、被保険
者と同等の健診を実施し
、自己健康管理を促す。

特定健診対象を除く40歳
未満被扶養者に、被保険
者と同等の健診を実施し
、自己健康管理を促す。

特定健診対象を除く40歳
未満被扶養者に、被保険
者と同等の健診を実施し
、自己健康管理を促す。

特定健診対象を除く40歳
未満被扶養者に、被保険
者と同等の健診を実施し
、自己健康管理を促す。

加入者の健診実施

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・メタボ系疾患による死亡者が継
続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増
加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016
年度には患者になっているケース
が多い
・重症化予防プログラムへの参加
率が目標値を10%以上下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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健診受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：1回　令和2年度：1回　令和3年度：1回　令和4年度：1回　令和5年度：1回)- 定健・人間ドック実施率(【実績値】50％　【目標値】平成30年度：55％　令和元年度：60％　令和2年度：65％　令和3年度：70％　令和4年度：75％　令和5年度：80％)-
- - - - - -

3 既
存

人間ドック補
助 （被扶養者
・任継被保険
者）

全て 男女
30
〜
74

被扶養
者,任意
継続者 １ ウ,ケ - ウ,ケ -

法定健診項目に人間ドッ
クと同等の項目を付加し
、自己健康管理を促す。
区切り年齢に該当した方
に実施。健康の振り返り
を促すもの。

法定健診項目に人間ドッ
クと同等の項目を付加し
、自己健康管理を促す。
区切り年齢に該当した方
に実施。健康の振り返り
を促すもの。

法定健診項目に人間ドッ
クと同等の項目を付加し
、自己健康管理を促す。
区切り年齢に該当した方
に実施。健康の振り返り
を促すもの。

法定健診項目に人間ドッ
クと同等の項目を付加し
、自己健康管理を促す。
区切り年齢に該当した方
に実施。健康の振り返り
を促すもの。

法定健診項目に人間ドッ
クと同等の項目を付加し
、自己健康管理を促す。
区切り年齢に該当した方
に実施。健康の振り返り
を促すもの。

法定健診項目に人間ドッ
クと同等の項目を付加し
、自己健康管理を促す。
区切り年齢に該当した方
に実施。健康の振り返り
を促すもの。

加入者の健診実施

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・メタボ系疾患による死亡者が継
続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増
加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016
年度には患者になっているケース
が多い
・重症化予防プログラムへの参加
率が目標値を10%以上下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

健診受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：1回　令和2年度：1回　令和3年度：1回　令和4年度：1回　令和5年度：1回)- 定健・人間ドック実施率(【実績値】16.9％　【目標値】平成30年度：20％　令和元年度：30％　令和2年度：40％　令和3年度：50％　令和4年度：50％　令和5年度：50％)-
- - - - - -

3 既
存 がん検診 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 ３ ウ,ケ - ウ -

40歳以上被保険者の希望
者に、乳がん、子宮がん
、肺がん検診実施。

40歳以上被保険者の希望
者に、乳がん、子宮がん
、肺がん検診実施。

40歳以上被保険者の希望
者に、乳がん、子宮がん
、肺がん検診実施。

40歳以上被保険者の希望
者に、乳がん、子宮がん
、肺がん検診実施。

40歳以上被保険者の希望
者に、乳がん、子宮がん
、肺がん検診実施。

40歳以上被保険者の希望
者に、乳がん、子宮がん
、肺がん検診実施。

がん検診の実施

＜悪性新生物に関する課題＞
・2012〜2016年度の5年間の埋葬
者における約半数は悪性新生物が
原因
・上記5年間においては大腸がんを
死因とするケースが最も多く30名
中7名を占める
・医療費総額に占める割合は、メ
タボ基礎に次いで高額
・加入者1人あたり医療費も高額
・患者率が増加傾向にある

受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：1回　令和2年度：1回　令和3年度：1回　令和4年度：1回　令和5年度：1回)- 健康診断と同時実施のため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

3 既
存

がん検診（郵
送検診） 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,ケ - ウ -

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。また、
各種がん原因に着目した
がん検診項目の拡大を検
討する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。

大腸がん、胃がん、子宮
頸がんに関する検診を郵
送にて実施する。

がん検診の実施

＜悪性新生物に関する課題＞
・2012〜2016年度の5年間の埋葬
者における約半数は悪性新生物が
原因
・上記5年間においては大腸がんを
死因とするケースが最も多く30名
中7名を占める
・医療費総額に占める割合は、メ
タボ基礎に次いで高額
・加入者1人あたり医療費も高額
・患者率が増加傾向にある

受診案内通知回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：1回　令和2年度：1回　令和3年度：1回　令和4年度：1回　令和5年度：1回)- 実施人数(【実績値】1,405人　【目標値】平成30年度：1,500人　令和元年度：1,600人　令和2年度：1,700人　令和3年度：1,800人　令和4年度：1,900人　令和5年度：2,000人)-
- - - - - -

3 既
存

歯科健診 （被
保険者） 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,ケ - ウ,コ -

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯石除去、口腔の清掃、
衛生教育、ブラッシング
指導を実施。口腔の健康
意識向上につなげる取り
組み。

歯科健診・口腔保健指導の実施

＜歯科医療費に関する課題＞
・歯科医療費の伸び率は主要疾患
別で最も低いが、医療費総額の11
%を占める
・歯科無料検診は実施しているが
、受診勧奨や受診状況は把握でき
ていない

歯科検診実施人数(【実績値】32人　【目標値】平成30年度：35人　令和元年度：40人　令和2年度：45人　令和3年度：50人　令和4年度：50人　令和5年度：50
人)-

効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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4 新
規 禁煙外来 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

１ ク,ケ - ウ,ケ - 禁煙外来導入を検討。 禁煙外来を少人数にて試
験導入を検討。

禁煙外来等による喫煙率
低減施策を実施

禁煙外来等による喫煙率
低減施策を実施

禁煙外来等による喫煙率
低減施策を実施

禁煙外来等による喫煙率
低減施策を実施

喫煙率の低減による、がん・生活習慣病発
症リスクの低減

＜メタボ系基礎疾患に関する課題
＞
・40〜64歳の比率が全国平均と比
較して高い
・医科医療費に占めるメタボ系疾
患（基礎）の割合は主要疾患別で
最も高額
・加入者１人あたりの医療費も高
額
・患者率も消化器系疾患患者に次
いで高い
・糖尿病リスクがある保健指導対
象者が増加（高血糖は2012年比で7
.2％増）
・特定保健指導の参加率は増加傾
向にあるが、目標値は下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・メタボ系疾患による死亡者が継
続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増
加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016
年度には患者になっているケース
が多い
・重症化予防プログラムへの参加
率が目標値を10%以上下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない
＜悪性新生物に関する課題＞
・2012〜2016年度の5年間の埋葬
者における約半数は悪性新生物が
原因
・上記5年間においては大腸がんを
死因とするケースが最も多く30名
中7名を占める
・医療費総額に占める割合は、メ
タボ基礎に次いで高額
・加入者1人あたり医療費も高額
・患者率が増加傾向にある

禁煙外来実施人数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0人　令和元年度：5人　令和2年度：5人　令和3年度：5人　令和4年度：5人　令和5年度：5人)- -
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

4 既
存

生活習慣病重
症化予防 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ イ,オ,ク,ケ - イ,ウ,キ -

メタボ重症化傾向対象者
に入院や通院、電話等に
よる遠隔指導を行う。期
間中は医師の管理のもと
、治療及び食事指導、運
動指導などを受ける。入
院を契機に意識を変革さ
せる。

メタボ重症化傾向対象者
に入院や通院、電話等に
よる遠隔指導を行う。期
間中は医師の管理のもと
、治療及び食事指導、運
動指導などを受ける。入
院を契機に意識を変革さ
せる。

メタボ重症化傾向対象者
に入院や通院、電話等に
よる遠隔指導を行う。期
間中は医師の管理のもと
、治療及び食事指導、運
動指導などを受ける。入
院を契機に意識を変革さ
せる。

メタボ重症化傾向対象者
に入院や通院、電話等に
よる遠隔指導を行う。期
間中は医師の管理のもと
、治療及び食事指導、運
動指導などを受ける。入
院を契機に意識を変革さ
せる。

メタボ重症化傾向対象者
に入院や通院、電話等に
よる遠隔指導を行う。期
間中は医師の管理のもと
、治療及び食事指導、運
動指導などを受ける。入
院を契機に意識を変革さ
せる。

メタボ重症化傾向対象者
に入院や通院、電話等に
よる遠隔指導を行う。期
間中は医師の管理のもと
、治療及び食事指導、運
動指導などを受ける。入
院を契機に意識を変革さ
せる。

メタボ系高リスク者の教育入院実施

＜メタボ系重症疾患に関する課題
＞
・メタボ系疾患による死亡者が継
続的に発生している
・加入者１人あたりの医療費が増
加傾向にある
・2012年度に健康だった人が2016
年度には患者になっているケース
が多い
・重症化予防プログラムへの参加
率が目標値を10%以上下回ってい
る
・健康診断のデータ一元化ができ
ていない

生活習慣改善指導の実施率(【実績値】20％　【目標値】平成30年度：20％　令和元年度：25％　令和2年度：30％　令和3年度：40％　令和4年度：45％　令和5年
度：50％)- 脱保健指導割合（肥満、指導レベル）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5％　令和元年度：5％　令和2年度：5％　令和3年度：20％　令和4年度：25％　令和5年度：30％)-

- - - - - -

3,4 既
存

二次検診受診
勧奨 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,ク,ケ - ア,キ - 健診結果　陽性者に二次

検査、通院勧奨を実施。
健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。

健診結果　陽性者に二次
検査、通院勧奨を実施。 がんの早期発見

＜悪性新生物に関する課題＞
・2012〜2016年度の5年間の埋葬
者における約半数は悪性新生物が
原因
・上記5年間においては大腸がんを
死因とするケースが最も多く30名
中7名を占める
・医療費総額に占める割合は、メ
タボ基礎に次いで高額
・加入者1人あたり医療費も高額
・患者率が増加傾向にある

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

24



二次検査受診率(【実績値】30.6％　【目標値】平成30年度：35％　令和元年度：40％　令和2年度：45％　令和3年度：50％　令和4年度：50％　令和5年度：50％
)アンケートにて集計

効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

6 既
存 健康無料相談 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス - ウ -

無料電話により日常気に
なることや不安を解決す
るための相談窓口を広く
利用してもらう。

無料電話により日常気に
なることや不安を解決す
るための相談窓口を広く
利用してもらう。

無料電話により日常気に
なることや不安を解決す
るための相談窓口を広く
利用してもらう。

無料電話により日常気に
なることや不安を解決す
るための相談窓口を広く
利用してもらう。

無料電話により日常気に
なることや不安を解決す
るための相談窓口を広く
利用してもらう。

無料電話により日常気に
なることや不安を解決す
るための相談窓口を広く
利用してもらう。

健康相談電話窓口の活用
＜健康への意識に関する課題＞
・既存施策である機関紙の発行やH
Pを活用しきれていない

周知回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　令和元年度：2回　令和2年度：2回　令和3年度：2回　令和4年度：2回　令和5年度：2回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

8 既
存 予防接種補助 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ク,ケ - ア,ウ,キ,コ -

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

インフルエンザワクチン
接種等の各種予防接種の
実施、または実施した加
入者への補助を行う。

感染症の予防 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

実施回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：1回　令和2年度：1回　令和3年度：1回　令和4年度：1回　令和5年度：1回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -
直
営
保
養
所

8 既
存 契約保養施設 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ア,ス - ケ -

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身のれフレッ
シュのため、契約保養施
設の提供、運営管理を行
う。

加入者の心身の保養 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

宿泊補助回数(【実績値】6回　【目標値】平成30年度：6回　令和元年度：6回　令和2年度：6回　令和3年度：6回　令和4年度：6回　令和5年度：6回)- 効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

そ
の
他

7 既
存

ジェネリック
転換促進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ ク,ケ - ス -

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への
切り替えを徹底するため
、転換可能額が500円以上
の対象者に対して転換促
進通知を実施。

ジェネリック医薬品への切り替え

＜調剤費に関する課題＞
・調剤費率は医療費総額の約19％
、伸び率も5.3%といずれも医科医
療費の次に高い
・ジェネリック転換プログラムを
継続的な実施は行っていない

ジェネリック切替案内配布回数(【実績値】4回　【目標値】平成30年度：4回　令和元年度：4回　令和2年度：4回　令和3年度：4回　令和4年度：4回　令和5年度
：4回)-

効果が測定できないため
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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